
令和４年度

組織改正について

Ｒ4．２

茨 城 県



営業戦略部に存置したまま，立地推進体制を強化するとともに，企業局，開発公社の整
備体制を強化

現 行 改正案

部長 次長 厚生総務課
健康・地域ケア推進課
〔地域ケア、認知症、介護保険〕
感染症対策課
生活衛生課

医療局長 医療政策課
医療人材課
薬務課

福祉 次長 福祉指導課
担当部長 長寿福祉推進課

障害福祉課
子ども 少子化対策課
政策局長 子ども未来課

青少年家庭課

部長 次長 保健政策課
健康推進課

感染症対策課
生活衛生課

医療局長 医療政策課
医療人材課
薬務課

部長 次長 福祉政策課
長寿福祉課
〔地域ケア、認知症、介護保険〕
障害福祉課

子ども 少子化対策課
政策局長 子ども未来課

青少年家庭課

・ ウィズコロナを見据え、保健医療、福祉それぞれの分野における感染症対策とともに、医師
確保や児童虐待対応などの新たな課題にもより一層注力するため、保健福祉部を「保健医療
部」と「福祉部」に再編。

※行政組織条例改正事項Ⅰ 保健福祉部の再編

保健福祉部（１３課） 保健医療部（７課）

福祉部（６課）
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・ 教員人事制度改革や、ＩＣＴを活用した効果的な授業等を推進する学びのイノベーションな
どの新たな取組みに対し、義務教育・高校教育・特別支援教育の枠を越えた一体的な推進体制
を整備するため、教育庁学校教育部に「教育改革課」を設置。

Ⅱ 教育改革推進体制の強化

現 行 改正案

教育長 総務企画部 総務課
財務課
生涯学習課
福利厚生課
文化課

学校教育部 義務教育課
高校教育課
特別支援教育課
保健体育課

教育長 総務企画部 総務課
財務課
生涯学習課
文化課

学校教育部 教育改革課（新設）

義務教育課
高校教育課
特別支援教育課
保健体育課

教育庁（２部９課） 教育庁（２部９課）

福利厚生課を
総務課に統合

・優秀な教員確保・養成のた
めの制度改革、企画立案

・ICT活用による効果的な授業
・校務デジタル化による働き
方改革の推進
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・ 令和５年秋に、ＪＲグループとの連携により本県を対象として開催されるデスティネーショ
ンキャンペーン（ＤＣ）の推進体制を強化するため、観光物産課に「デスティネーションキャ
ンペーン推進室」を設置。
【R４年：プレＤＣ、R５年：ＤＣ、R６年：アフターＤＣ、各年10～12月開催予定】

Ⅳ 観光振興体制の強化

・ 令和５年秋に開催される第46回全国育樹祭に向け、実行委員会の設立・運営や機運醸成、併
催行事の準備体制を強化するため、農林水産部林政課に「全国育樹祭推進室」を設置。

Ⅴ 全国育樹祭推進体制の整備

・ 県の重要政策の一つである水行政に係る企画立案や市町村等との調整を円滑に推進するとと
もに、喫緊の課題である水道広域化の推進体制を強化するため、県民生活環境部水政課を政策
企画部に移管し、同課に「水道広域化推進室」を設置。

Ⅲ 水道広域化推進体制の強化
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（参考）知事部局の構成
現 行 改正案

知事 副知事 総務部

政策企画部

県民生活環境部
防災・危機管理部
保健福祉部

産業戦略部

営業戦略部
福祉担当部長

農林水産部

土木部

会計事務局

政策企画部

県民生活環境部

防災・危機管理部
保健医療部

産業戦略部

営業戦略部

福祉部

農林水産部

土木部

会計事務局

知事 副知事 総務部

立地推進部

10部１局（１担当部長） １1部１局
[現行比：＋１部▲１担当部長]

立地推進部

会計管理者 会計管理者
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